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１９ 学校教育の充実について 

（財務省、文部科学省） 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（背景） 

○ 平成２０年７月に教育振興基本計画が閣議決定され、この計画においては、授業時数や指導内

容を増加する新学習指導要領の円滑な実施、学力向上のための少人数指導、特別支援教育の推進、

外国人児童生徒等の教育などとともに、教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくるために必

要となる教職員定数の適正な配置に取組むとされている。 

 

 

○ 本県では、平成１６年度から実施している小学校第１学年の３５人学級を平成２０年度から第

２学年に拡充し、さらに今年度には中学校第１学年に拡充したところである。 

また、小中学校において少人数指導授業を実施しているが、確かな学力を身に付けさせるため

には、個に応じたきめ細かな少人数教育の更なる推進が求められている。 

 

 

○ また、市町村立小中学校に在籍する日本語指導が必要な外国人児童生徒は平成２０年９月１日

現在、小学校４，３７２人、中学校１，３６６人で、いずれも全国最多となっており、外国人児

童生徒に対する教育の充実を図るため、専任教員の配置の充実が喫緊の課題となっている。 

 

 

○ 地方分権推進本部より平成20年6月に地方分権推進要綱（第1次）が示され、都道府県から

既に人事権が移譲されている政令指定都市において人事権者と給与負担者が一致する方向で検

討し、現在都道府県の協議・同意が必要とされている学校編制や都道府県が定めている教職員定

数についても決定方法を見直すことが明示された。 

 

 

○ 国において、公立高校の実質無償化、私立高校生の学費負担軽減を２２年度から実施するとの

方針が示されたが、実施に当たっては、事務費を含め全額国庫負担によることはもとより、受験

生の進路決定の時期等を考慮し、早期に制度設計を明らかにするとともに、都道府県及び私立学

校設置者の事務負担軽減にも十分な配慮が求められる。 

 

 

【提言の内容】 

(1) 教育課題に対応する教職員定数を改善すること。 

 

(2) 給与負担、教職員定数、学級編制に関する権限を政令指定都市へ移譲するこ

と。 

 

(3) 公立高校の実質無償化、私立高校生の学費負担減の実施にあたって、全額国

庫負担とし、できるだけ早期に国の制度設計を明らかにするとともに、事務量

の軽減にできる限り配慮すること。 
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（ 参 考 ） 

１ 少人数学級（３５人編制）の実施状況【本 県】 

 

 

 

 

 

 

 

２ 日本語指導が必要な外国人児童生徒数の状況【本 県】 

 

 

 

 

 

３ 教職員定数改善計画の状況 

 

 

 

 

 

 

 

              世  帯                   国 
  ① 申請書交付           ② 申請書を提出    ④ 交付金の申請      ⑤ 交付金の支給決定・交付  

⑦支援金支給決定の通知 
                   ③ 申請書をまとめて提出  

学校設置者                             都道府県 

⑥支援金の給付決定・交付 

（学校設置者が「代理受領」） 

※なお、都道府県立高校の場合は、学校設置者と都道府県が同一主体であるため、実質的には内部事務で処理すること

となる。 

６次 

改善計画 

 

 

改善総数 

30,400人 

◆H５～１２ ◆H１３～１７ ◆H１８以降 

７次 

改善計画 

 

 

改善総数 

26,900人 

・平成１８年度の改善  《改善総数  ３２９人》 
（合理化減と同数の改善） 

・平成１９年度の改善  《改善総数  ３３１人》 

（合理化減と同数の改善） 
・平成２０年度の改善 《改善総数１，１９５人》 
（純増1,000人を含む） 

・平成２１年度の改善 《改善総数１，０００人》 
（純増800人を含む） 

・平成２２年度（概算要求）《改善総数５，５００人》

※「日本語指導が必要な外国人児童生徒

の受入状況等に関する調査結果（9月1

日現在）」（文部科学省調査） 
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４ 高等学校等就学支援金「代理受領」のスキーム 




